
中 間 連 結 財 務 諸 表

当行の中間連結財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、有限責任	あずさ監査法人の中間監査を受
けております。

①中間連結貸借対照表
（資産の部）	 （単位：百万円）

科　　　　　　　目 平成28年度中間連結会計期間末
（平成28年9月30日）

平成29年度中間連結会計期間末
（平成29年9月30日）

現 金 預 け 金 702,505 654,541
コ ー ル ロ ー ン 145,797 174,362
買 入 金 銭 債 権 24,049 28,015
商 品 有 価 証 券 2,093 1,895
金 銭 の 信 託 23,104 18,899
有 価 証 券 3,034,233 2,742,825
貸 出 金 4,210,991 4,557,396
外 国 為 替 7,678 5,929
リース債権及びリース投資資産 17,861 18,065
そ の 他 資 産 63,664 77,405
有 形 固 定 資 産 42,999 40,730
無 形 固 定 資 産 6,858 6,572
繰 延 税 金 資 産 912 776
支 払 承 諾 見 返 32,186 35,145
貸 倒 引 当 金 △36,972 △34,419
資 産 の 部 合 計 8,277,966 8,328,141

（負債及び純資産の部）	
科　　　　　　　目 平成28年度中間連結会計期間末

（平成28年9月30日）
平成29年度中間連結会計期間末

（平成29年9月30日）
預 金 5,946,992 6,161,058
譲 渡 性 預 金 293,525 299,169
コ ー ル マ ネ ー 172,276 72,062
売 現 先 勘 定 ― 158,267
債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 1,036,937 691,111
コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー ― 51,779
借 用 金 153,864 208,907
外 国 為 替 250 229
信 託 勘 定 借 130 779
そ の 他 負 債 61,622 66,968
賞 与 引 当 金 1,598 1,472
退 職 給 付 に 係 る 負 債 30,425 28,849
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 66 64
睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 1,078 824
ポ イ ン ト 引 当 金 98 110
特 別 法 上 の 引 当 金 7 6
繰 延 税 金 負 債 16,273 15,972
支 払 承 諾 32,186 35,145
負 債 の 部 合 計 7,747,336 7,792,780
資 本 金 15,149 15,149
資 本 剰 余 金 7,326 8,153
利 益 剰 余 金 417,004 424,276
自 己 株 式 △9,815 △5,400
株 主 資 本 合 計 429,664 442,179
その他有価証券評価差額金 108,628 104,852
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △7,105 △5,863
退職給付に係る調整累計額 △6,727 △6,054
その他の包括利益累計額合計 94,795 92,934
新 株 予 約 権 335 247
非 支 配 株 主 持 分 5,835 ―
純 資 産 の 部 合 計 530,630 535,360
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 8,277,966 8,328,141
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②中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
			【中間連結損益計算書】 （単位：百万円）

科　　　　　　　目 平成28年度中間連結会計期間
（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで）

平成29年度中間連結会計期間
（平成29年4月1日から平成29年9月30日まで）

経 常 収 益 66,647 65,261
資 金 運 用 収 益 37,256 40,366
（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （20,791） （23,148）
（うち有価証券利息配当金） （16,068） （16,589）
信 託 報 酬 0 0
役 務 取 引 等 収 益 9,092 8,463
そ の 他 業 務 収 益 12,619 10,690
そ の 他 経 常 収 益 7,678 5,741

経 常 費 用 48,174 49,875
資 金 調 達 費 用 4,202 6,880
（ う ち 預 金 利 息 ） （820） （1,017）
役 務 取 引 等 費 用 2,090 2,159
そ の 他 業 務 費 用 8,874 7,719
営 業 経 費 29,909 31,168
そ の 他 経 常 費 用 3,097 1,947

経 常 利 益 18,473 15,385
特 別 利 益 ― 0

固 定 資 産 処 分 益 ― 0
特 別 損 失 127 143

固 定 資 産 処 分 損 46 11
減 損 損 失 80 132

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 18,345 15,242
法人税、住民税及び事業税 4,657 3,514
法 人 税 等 調 整 額 943 1,161
法 人 税 等 合 計 5,600 4,675
中 間 純 利 益 12,745 10,566
非支配株主に帰属する中間純利益 154 ―
親会社株主に帰属する中間純利益 12,590 10,566

			【中間連結包括利益計算書】	 （単位：百万円）

科　　　　　　　目 平成28年度中間連結会計期間
（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで）

平成29年度中間連結会計期間
（平成29年4月1日から平成29年9月30日まで）

中 間 純 利 益 12,745 10,566
そ の 他 の 包 括 利 益 △4,307 12,312

そ の 他有価証券評価差額金 △4,556 11,431
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △344 222
退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 593 658

中 間 包 括 利 益 8,437 22,879
　（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 8,195 22,879
非支配株主に係る中間包括利益 242 ―
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③中間連結株主資本等変動計算書

平成29年度中間連結会計期間（平成29年4月1日から平成29年9月30日まで）	 （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 15,149 8,153 422,805 △12,116 433,992
当 中 間 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,917 △1,917
親会社株主に帰属する中間純利益 10,566 10,566
自 己 株 式 の 取 得 △600 △600
自 己 株 式 の 処 分 △34 172 138
自 己 株 式 の 消 却 △7,143 7,143 ―
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当中間期変動額合計 ― ― 1,470 6,716 8,186
当 中 間 期 末 残 高 15,149 8,153 424,276 △5,400 442,179

	 （単位：百万円）

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 93,420 △6,086 △6,713 80,621 361 ― 514,975
当 中 間 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,917
親会社株主に帰属する中間純利益 10,566
自 己 株 式 の 取 得 △600
自 己 株 式 の 処 分 138
自 己 株 式 の 消 却 ―
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） 11,431 222 658 12,312 △113 ― 12,198

当中間期変動額合計 11,431 222 658 12,312 △113 ― 20,385
当 中 間 期 末 残 高 104,852 △5,863 △6,054 92,934 247 ― 535,360

平成28年度中間連結会計期間（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで）	 （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 15,149 7,326 406,361 △7,915 420,920
当 中 間 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,947 △1,947
親会社株主に帰属する中間純利益 12,590 12,590
自 己 株 式 の 取 得 △1,900 △1,900
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） ― ― ― ― ―

当中間期変動額合計 ― ― 10,643 △1,900 8,743
当 中 間 期 末 残 高 15,149 7,326 417,004 △9,815 429,664

	 （単位：百万円）

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金 繰延ヘッジ損益 退職給付に係る

調整累計額
その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 113,272 △6,761 △7,320 99,190 308 5,594 526,014
当 中 間 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,947
親会社株主に帰属する中間純利益 12,590
自 己 株 式 の 取 得 △1,900
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） △4,643 △344 593 △4,394 26 240 △4,127

当中間期変動額合計 △4,643 △344 593 △4,394 26 240 4,615
当 中 間 期 末 残 高 108,628 △7,105 △6,727 94,795 335 5,835 530,630
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④中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成28年度中間連結会計期間
（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで）

平成29年度中間連結会計期間
（平成29年4月1日から平成29年9月30日まで）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 18,345 15,242
減 価 償 却 費 1,771 2,093
減 損 損 失 80 132
株 式 報 酬 費 用 26 24
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △2,663 △2,644
賞 与 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） 27 45
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △28 △30
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △443 △188
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 △11
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 21 △238
ポイント引当金の増減額（△は減少） 3 12
資 金 運 用 収 益 △37,256 △40,366
資 金 調 達 費 用 4,202 6,880
有 価 証 券 関 係 損 益（ △ ） △1,678 △163
金銭の信託の運用損益（△は運用益） 92 △103
為 替 差 損 益（ △ は 益 ） 56,324 △6,686
固 定 資 産 処 分 損 益（ △ は 益 ） 14 5
商 品 有 価 証 券 の 純 増 （ △ ） 減 △153 448
そ の 他 の 資 産 の 増 減 額（ △ は 増 加 ） △6,559 △21,791
リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増加） △139 △111
そ の 他 の 負 債 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） 1,695 2,259
貸 出 金 の 純 増（ △ ） 減 △178,265 △161,524
預 金 の 純 増 減 （ △ ） △56,860 △32,649
譲 渡 性 預 金 の 純 増 減（ △ ） 117,264 80,409
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △30,767 19,422
コ ー ル ロ ー ン 等 の 純 増（ △ ） 減 △139,929 11,598
売 現 先 勘 定 の 純 増 減（ △ ） ― 136,760
コ ー ル マ ネ ー 等 の 純 増 減（ △ ） △77,773 △77,229
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） 521,145 △141,279
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △5,972 △3,872
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） ― 27,572
外 国 為 替（ 資 産 ） の 純 増（ △ ） 減 3,098 539
外 国 為 替（ 負 債 ） の 純 増 減（ △ ） 139 93
信 託 勘 定 借 の 純 増 減（ △ ） 23 624
資 金 運 用 に よ る 収 入 41,135 41,798
資 金 調 達 に よ る 支 出 △4,131 △6,909
小 計 222,800 △149,838
法 人 税 等 の 支 払 額 △5,473 △4,054
法 人 税 等 の 還 付 額 ― 293
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 217,326 △153,599

投資活動によるキャッシュ・フロー
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △491,175 △496,357
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 297,246 348,986
有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 192,366 149,920
金 銭 の 信 託 の 増 加 に よ る 支 出 ― △300
金 銭 の 信 託 の 減 少 に よ る 収 入 2 4
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △1,419 △784
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ― 0
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △731 △180
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △3,711 1,288

財務活動によるキャッシュ・フロー
配 当 金 の 支 払 額 △1,947 △1,917
非 支 配 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △1 ―
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △1,900 △600
リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △115 △110
ストックオプションの行使による収入 ― 0
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー △3,964 △2,628

現金及び現金同等物に係る換算差額 △26 3
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 209,624 △154,935
現 金及び現金同等物の期首残高 481,446 795,168
現金及び現金同等物の中間期末残高 691,070 640,233
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注記事項

〔中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕
［1］連結の範囲に関する事項
	（1）	連結子会社　　7社

会社名　	中銀保証株式会社、中銀リース株式会社、中銀カード株式会
社、中銀アセットマネジメント株式会社、株式会社CBS、中銀
事務センター株式会社、中銀証券株式会社

	（2）	非連結子会社　　4社
会社名　	中銀投資事業組合4号、ちゅうぎんアグリサポートファンド投

資事業有限責任組合、ちゅうぎん晴れの国インフラファンド投
資事業有限責任組合、ちゅうぎん農業ファンド投資事業有限責
任組合

　非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及びその他包括利益累計額（持分に見合う額）
等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に
関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲か
ら除外しております。

［2］持分法の適用に関する事項
	（1）	持分法適用の非連結子会社　　なし
	（2）	持分法適用の関連会社　　　　なし
	（3）	持分法非適用の非連結子会社

会社名　	中銀投資事業組合4号、ちゅうぎんアグリサポートファンド投
資事業有限責任組合、ちゅうぎん晴れの国インフラファンド投
資事業有限責任組合、ちゅうぎん農業ファンド投資事業有限責
任組合

	（4）	持分法非適用の関連会社
会社名　おかやまキャピタルマネジメント株式会社
　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、中間純損益（持分に見合
う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他包括利益累計額（持分
に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に
重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いております。

	（5）	 	他の会社等の議決権の100分の20以上100分の50以下を自己の計算に
おいて所有しているにもかかわらず関連会社としなかった当該他の会社
等の名称
会社名　株式会社ベジタコーポレーション、Marine	Link株式会社

　投資事業等を営む非連結子会社が、投資育成を図りキャピタルゲイン獲
得を目的とする営業取引として株式を所有しており、傘下に入れる目的で
はないことから、関連会社として取り扱っておりません。

［3］連結子会社の中間決算日等に関する事項
　連結子会社の中間決算日は次のとおりであります。
　　9月末日　　　7社

［4］会計方針に関する事項
	（1）	商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）に
より行っております。

	（2）	有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）	 	有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、持分法非適用の関連会社株式について
は移動平均法による原価法、その他有価証券については原則とし
て、中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移
動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と
認められるものについては移動平均法による原価法により行って
おります。

	 	　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入
法により処理しております。

（ロ）	 	金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、
上記（1）と同じ方法によっております。

	（3）	デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

	（4）	固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
　当行の有形固定資産は、建物については定率法（その他は法人税法に
基づく定率法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計
上しております。また、主な耐用年数は次のとおりです。
　　建　物　4年～40年
　　その他　2年～20年
　連結子会社の有形固定資産については、主として法人税法に基づく定
率法により償却しております。
②無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、当行の自社
利用のソフトウェアについては、当行で定める利用可能期間（5年間）
に基づいて償却しております。
③リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中の
リース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しており
ます。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めが
あるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

	（5）	貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準により、次のとお
り計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監
査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第4
号　平成24年7月4日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々
の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。破綻懸
念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を
計上しております。
　破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で、債権額から担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額が一定額
以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャ
ッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キ
ャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債
権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積
法）により計上しております。

　破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額
を計上しております。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済
情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上す
ることとしております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査
定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査してお
ります。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を
勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

	（6）	賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する
賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上してお
ります。

	（7）	役員賞与引当金の計上基準
　連結子会社の役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、
役員に対する賞与の支給見込額を計上することとしております。なお、中
間連結会計期間における計上額はありません。　

	（8）	役員退職慰労引当金の計上基準
　連結子会社の役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備え
るため、役員退職慰労金に係る内規に基づく当中間連結会計期間末要支給
額を計上しております。

	（9）	睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し、利益計上を行った当行
の睡眠預金の払戻請求に備えるため、過去の払戻実績率に基づき計上して
おります。

	（10）	ポイント引当金の計上基準
　ポイント引当金は、クレジットカード会員に付与したポイントの使用に
より発生する費用負担に備えるため、過去の使用実績率に基づき計上して
おります。

	（11）	特別法上の引当金の計上基準
　特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金であり、証券事故による
損失に備えるため、国内連結子会社が金融商品取引法第46条の5及び金融
商品取引業等に関する内閣府令第175条の規定に定めるところにより算出
した額を計上しております。

	（12）	退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末
までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっておりま
す。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとお
りであります。
　　・過去勤務費用　　：		企業年金制度にかかるものについて、発生した

連結会計年度の従業員の平均残存勤務期間内の
一定の年数（10年）による定額法により按分し
た額を発生した連結会計年度から損益処理

　　・数理計算上の差異：		各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤
務期間内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計
年度から損益処理

　なお、連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る当中間連結会計期間末要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。

	（13）	外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、中間連結決算日の為替相場によ
る円換算額を付しております。

	（14）	収益及び費用の計上基準
　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

	（15）	重要なヘッジ会計の方法
（イ）		金利リスク・ヘッジ

　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計
の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告
第24号　平成14年2月13日）に規定する繰延ヘッジによっており
ます。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘ
ッジについて、ヘッジ対象となる貸出金、有価証券とヘッジ手段で
ある金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングの
うえ特定し評価しております。

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対する
ヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に
関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監
査委員会報告第25号　平成14年7月29日）に規定する繰延ヘッジ
によっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金
銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ
取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である
外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額
が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価してお
ります。
　また、外貨建有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジす
るため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、
当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債
が存在していること等を条件に包括ヘッジとして時価ヘッジを適用
しております。

	（16）	中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸
借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金でありま
す。

	（17）	消費税等の会計処理
　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）
の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る
控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。

	（18）	税効果会計に関する事項
　中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当行の決算期
において予定している剰余金の処分による特別償却準備金の取崩を前提と
して、当中間連結会計期間に係る金額を計算しております。

8

010_0410528083001.indd   8 2018/01/16   15:32:31



〔中間連結貸借対照表関係〕
	1.		 非連結子会社及び関連会社の株式又は出資金の総額

　出資金	 802百万円
　株式	 23百万円

	2.		 貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。
　破綻先債権額	 4,739百万円
　延滞債権額	 57,336百万円

	 		 なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないも
のとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40
年政令第97号）第96条第1項第3号イからホまでに掲げる事由又は同項第4
号に規定する事由が生じている貸出金であります。

	 		 また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出
金以外の貸出金であります。

	3.		 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は次のとおりであります。
　3ヵ月以上延滞債権額	 724百万円

	 		 なお、3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日か
ら3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないもの
であります。

	4.		 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
　貸出条件緩和債権額	 14,283百万円

	 		 なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他
の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3
カ月以上延滞債権に該当しないものであります。

	5.		 破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は次のとおりであります。
　合計額	 77,083百万円

	 		 なお、上記2.から5.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
	6.		 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監
査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成14
年2月13日）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に
処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は次のとおりであります。

	 27,090百万円
	7.		 担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産

有価証券	 1,067,896百万円
その他資産	 80百万円
　計	 1,067,977百万円

　　担保資産に対応する債務
債券貸借取引受入担保金	 691,111百万円
借用金	 191,345百万円
売現先勘定	 158,267百万円
預金	 11,966百万円

	 		 上記のほか、日本銀行当座貸越契約、為替決済等の取引の担保あるいは先
物取引証拠金等の代用として、次のものを差し入れております。
有価証券	 87,996百万円
商品有価証券	 116百万円

	 		 また、その他資産には、金融商品等差入担保金、先物取引差入証拠金、保
証金及び中央清算機関差入証拠金が含まれておりますが、その金額は次のと
おりであります。
金融商品等差入担保金	 10,137百万円
先物取引差入証拠金	 723百万円
保証金	 836百万円
中央清算機関差入証拠金	 22,368百万円

	8.		 当座貸越契約及び貸付金等に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反が
ない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。
これらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高	 1,542,469百万円
うち原契約期間が1年以内のもの
（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）	 1,481,402百万円

	 		 なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当行及び連結子会社の将来のキャッ
シュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行及び
連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に
応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定
めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直
し、与信保全上の措置等を講じております。

	9.		 有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額	 77,344百万円

	10.		 有形固定資産の圧縮記帳額
圧縮記帳額	 5,082百万円

	11.		「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）
による社債に対する保証債務の額
	 85,182百万円

〔中間連結損益計算書関係〕
	1.		 その他経常収益には、次のものを含んでおります。

株式等売却益	 1,717百万円
貸倒引当金戻入益	 2,644百万円
償却債権取立益	 5百万円

	2.		 営業経費には、次のものを含んでおります。
給与・手当	 12,228百万円

	3.		 その他経常費用には、次のものを含んでおります。
株式等売却損	 1,254百万円

	4.		 減損損失
	 	 以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
（イ）岡山県内

用途	 営業用店舗等	 1カ所
種類	 土地及び建物
減損損失額	 128百万円

（ロ）岡山県外
用途	 遊休資産	 2カ所
種類	 土地
減損損失額	 3百万円

	 	 	　これらの営業用店舗等は、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な
地価の下落により、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（132百万円）として特別損失に計上しております。

	 	 	　当行の営業用店舗等については、継続的な収支の把握を行っているグ
ループ店単位または支店単位で、処分予定資産及び遊休資産については各
資産単位でグルーピングしております。また、本部、コンピューターセン
ター、厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生み出さない
ことから共用資産としております。

	 	 	　連結子会社については、主として各社を1つの資産グループとしており
ます。

	 	 	　なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれ
か高い方としており、正味売却価額による場合は不動産鑑定評価基準に基
づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを4％で割り引いて、
それぞれ算出しております。

〔中間連結株主資本等変動計算書関係〕
	1.		 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期首株式数

当中間連結会計
期間増加株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間末株式数 摘要

発行済株式
　普通株式 200,272 ― 5,000 195,272 注1
合計 200,272 ― 5,000 195,272

自己株式
　普通株式 8,518 381 5,121 3,779 注2
合計 8,518 381 5,121 3,779

　	注１		減少株式数5,000千株は、平成29年6月30日に実施した消却によるも
のです。

２		増加株式数381千株のうち、381千株は平成29年5月12日開催の取締
役会決議による買受けによるもので、残りの0千株は単元未満株式の買
取りによるものです。また、減少株式数5,121千株のうち5,000千株は、
平成29年6月30日に実施した消却によるもので、残りの121千株は新
株予約権の行使によるものです。

	2.		 新株予約権に関する事項

区分 新株予約権
の内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当中間連結会
計期間末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当中間連結会計期間 当中間連結
会計期間末増加 減少

当行
ストック・
オプション
としての新
株予約権

― 247

合計 ― 247
3.		 配当に関する事項
（1）当中間連結会計期間中の配当金支払額
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（百万円）
1株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日
平成29年6月23日
定時株主総会 普通株式 1,917 10.00 平成29年3月31日 平成29年6月26日

（2	）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が
当中間連結会計期間の末日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 1株当たり配当額

（円） 基準日 効力発生日
平成29年11月10日
取締役会 普通株式 1,914 利益剰余金 10.00 平成29年9月30日 平成29年12月8日

〔中間連結キャッシュ・フロー計算書関係〕
　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係
現金預け金勘定 654,541百万円
その他の預け金 △14,307百万円
現金及び現金同等物 640,233百万円

〔リース取引関係〕
	1.		 ファイナンス・リース取引
　	（1））所有権移転外ファイナンス・リース取引
　　①リース資産の内容
　　（ア）有形固定資産
　　　主として、データセンター、車両であります。
　　②リース資産の減価償却の方法
　　	　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「［4］会計方針に

関する事項（4）固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

	2.		 オペレーティング・リース取引
	 	 	オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
１年以内 123
１年超 94
合計 217
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〔金融商品関係〕
金融商品の時価等に関する事項
	 		 平成29年9月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と
認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注2）参照）。

（単位：百万円）
中間連結貸借
対照表計上額 時価 差額

（1）現金預け金 654,541 654,541 ―
（2）商品有価証券 1,895 1,895 ―
（3）金銭の信託 18,899 18,899 ―
（4）有価証券
　　満期保有目的の債券 18,352 18,864 512
　　その他有価証券 2,708,055 2,708,055 ―
（5）貸出金 4,557,396
　　貸倒引当金（※1） 33,550

4,523,845 4,552,964 29,118
　　資産計 7,925,589 7,955,220 29,630
（1）預金 6,161,058 6,161,752 694
（2）譲渡性預金 299,169 299,186 16
（3）債券貸借取引受入担保金 691,111 691,111 ―
　　負債計 7,151,339 7,152,049 710
デリバティブ取引（※2）
　　ヘッジ会計が適用されていないもの （9,402） （9,402） ―
　　ヘッジ会計が適用されているもの （8,436） （8,436） ―
デリバティブ取引計 （17,839） （17,839） ―
（※）	 	中間連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を

省略しております。
（※1）		貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を計上しており

ます。
（※2）		デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示して

おり、合計で正味の債務となる項目については、（　　）で表示して
おります。

（注1）金融商品の時価の算定方法
資　産
（1）	現金預け金
　預け金については、満期のないものまたは預入期間が短期間（1年以内）
のものであり、時価は帳簿価額と近似していると想定されることから、当該
簿価を時価としております。

（2）商品有価証券
　ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、売
買参考統計値または売買参考統計値を参考とした比準価格によっております。

（3）金銭の信託
　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において、信託財産と
して運用されている有価証券については、株式は取引所の価格、債券は取引
所の価格または取引金融機関から提示された価格によっております。

（4）有価証券
　株式は取引所の価格、債券は売買参考統計値または売買参考統計値を参考
とした比準価格、取引所の価格、取引金融機関から提示された価格等によっ
ております。また、投資信託は、公表されている基準価格または取引金融機
関から提示された基準価格によっております。
　自行保証付私募債は、将来キャッシュ・フローの合計額をリスクフリー
レートに内部格付に基づく区分ごとの信用スプレッドを上乗せした利率で割
り引いて算定しております。

（5）貸出金
　貸出金のうち、「手形貸付」「商業手形」「当座貸越」については、約定期
間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していると想定されることから、
当該帳簿価額を時価とみなしております。
　「証書貸付」については、個々の取引から発生する将来キャッシュ・フロー
を見積もり、現在価値を算定しております。使用する割引率は、事業者向
け・地方公共団体向け・地方公社向け貸出については、リスクフリーレート
に、内部格付ごとの信用リスク要因を上乗せした利率を用いております。個
人向け貸出金については、中間連結決算日時点の新規貸出利率を用いており
ます。なお、将来キャッシュ・フローの見積もりにあたり、変動金利による
ものは、短期間で市場金利を反映するため、次回の金利変更日を満期日とみ
なしております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸出金については、担
保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、
時価は中間連結決算日における中間連結貸借対照表上の債権等計上額から貸
倒引当金計上額を控除した金額に近似していると想定されることから、当該
価額を時価としております。

負　債
（1）預金及び（2）譲渡性預金
　預金のうち、「当座預金」「普通預金」等の要求払預金については、中間連
結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
　「定期預金」等及び「譲渡性預金」については、将来キャッシュ・フロー
を商品ごとにグルーピングし、中間連結決算日時点の新規預入利率で割り引
いて現在価値を算定しております。

（3）債券貸借取引受入担保金
　約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していると
想定されることから、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ取引、金利キャップ取
引）、通貨関連取引（通貨スワップ取引、通貨オプション取引、為替予約取
引、ノンデリバラブル・フォワード取引）、債券関連取引（債券先物取引、
債券オプション取引）、株式関連取引（株式先物取引、株式オプション取引）、
クレジットデリバティブ取引（クレジット・デフォルト・スワップ取引）な
どであり、取引所の価格、割引現在価値、オプション価格計算モデルや取引
金融機関から提示された価格等により算出した価額によっております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借
対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産（4）
有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　分 中間連結貸借対照表計上額

①非上場株式（※1）（※2） 5,545
②投資事業組合出資金（※3） 10,870
③外貨外国株式（※1） 0
④ワラント（※1） 0

合　計 16,417
（※1）		①、③及び④については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりませ
ん。

（※2）		当中間連結会計期間における減損処理額はありません。
（※3）		投資事業組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握

することが極めて困難と認められるもので構成されているものに
ついては、時価開示の対象とはしておりません。

〔資産除去債務関係〕
当行では、芳賀データセンターについて退去時における原状回復に係る義務
を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、
現在のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見
積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務は計上し
ておりません。

〔1株当たり情報〕
1.	1株当たり純資産額
1株当たり純資産額 2,794円43銭
（注）算定上の基礎
	 1株当たり純資産額

純資産の部の合計額 535,360百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 247百万円
　うち新株予約権 247百万円
普通株式に係る中間期末の純資産額 535,113百万円
1株当たり純資産額の算定に用いられた
中間期末の普通株式の数 191,492千株

2.	1株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額
1株当たり中間純利益金額 55.16円
潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額 55.09円
（注）算定上の基礎
	 1株当たり中間純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額

1株当たり中間純利益金額
親会社株主に帰属する中間純利益 10,566百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益 10,566百万円
普通株式の中間期中平均株式数 191,539千株

潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額
親会社株主に帰属する中間純利益調整額 ―百万円
普通株式増加数 261千株
　うち新株予約権 261千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当たり
中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 ―

〔重要な後発事象〕
自己株式の取得
当行は、資本効率の向上を通じて株主の皆さまへの利益還元を図るため、平
成29年11月10日開催の取締役会において普通株式上限700千株、取得価額の
総額1,000百万円、買付期間を平成29年11月13日から平成29年12月15日ま
でとする市場買付による自己株式の取得を決議し、平成29年12月6日までに
682千株を999百万円で取得しました。
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